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資料1

1



周 南 市山口県

■報告
周南市立地適正化計画の5年見直しについて

■議事
周南市立地適正化計画の進捗状況について
・周南市立地適正化計画の届出状況
・指標評価の達成状況
・施策の取組状況

■報告
周南市立地適正化計画の5年見直しについて

■議事
周南市立地適正化計画の進捗状況について
・周南市立地適正化計画の届出状況
・指標評価の達成状況
・施策の取組状況
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周 南 市■立地適正化計画とは 山口県

立地適正化計画区域
（都市計画区域内）

【地域公共交通】
各拠点を結び，アクセスが
容易にできるように鉄道、
バス等の連携を図る。

・都市全体の観点から、居住機能や医療・福祉 ・商業等の都市機能の立地、
公共交通の充実に関する包括的なマスタープラン

・民間の都市機能への投資や居住を効果的に誘導するための土俵づくり

【都市機能誘導区域】
医療、福祉、商業等の生
活利便施設が集約し、各
種サービスを効率的に提
供するエリア【居住促進区域】

居住を促進し、一定の人口密度
を維持するエリア

■立地適正化計画

※法定は居住誘導区域
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周 南 市■周南市立地適正化計画の経緯 山口県

■周南市立地適正化計画

・平成29年（2017年）3月 公表
都市機能誘導に関する内容

・平成31年（2019年）2月 改定
居住促進に関する内容を追加

都市再生特別措置法
第81条第22項

■計画作成の体制

周南市都市計画審議会

周南市都市再生推進協議会

立地適正化計画の作成
周南市

報告意見

意見・答申

報告・諮問
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周 南 市■計画の進行管理と評価 山口県

5年見直し
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周 南 市■周南市立地適正化計画の改定 山口県

■周南市立地適正化計画

令和7年（2025年）2月 改定

■社会経済情勢の変化を
ふまえたデータ追加等

■法改正への対応
・防災指針の追加
（都市再生特別措置法）

・居住促進区域の見直し
（水防法）

5年見直し
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周 南 市■5年見直しの経緯 山口県

第39回都市計画審議会に改定素案を報告（7月25日）

第40回都市計画審議会に改定案を諮問（12月24日）

■令和５年度

○周南市立地適正化計画の改定（令和7年2月1日）

■令和６年度

議会報告（10月18日）

第18回都市再生推進協議会に改定案を報告（11月18日）
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パブリックコメントの実施

○第16・17回都市再生推進協議会において改定素案の協議
5年目見直し（社会経済情勢の変化、法改正への対応等）

原案通り



第1章 立地適正化計画の目的と位置付け
(新たに策定された計画等を追加)

第2章 周南市の現況と課題
(見直し時点のデータを追加し、それらに対する分析を追記)

第3章 立地の適正化に関する基本的な方針

第4章 都市機能増進施設の立地を誘導すべき区域等
[都市機能誘導区域等] (施策の見直し)

第5章 居住を促進すべき区域等
[居住促進区域] (区域、施策の見直し)

第6章 防災指針（5年見直しで章の追加）

第7章 その他立地の適正化に必要な事項
[立地適正化に関する目標等] (改定時点のデータを追加)

周 南 市山口県■改定後の立地適正化計画

8

青字:5年見直し内容



周 南 市山口県■改定後の立地適正化計画

9

第2章 周南市の現況と課題（5年見直し時の追記について）

立地適正化計画
17ページより

見直し時点のデータを追加し
それらに対する分析を追記



周 南 市山口県■都市機能誘導区域と誘導施設

10

【考え方】
周辺都市を含めた広域的な都市活動の拠点で
ある広域都市拠点として、高次都市機能が集
積し、賑わいと活力の創出が求められる。

【誘導施設】
商業施設、映画館・劇場、図書館、広域交流
施設、博物館、文化ホール、病院、診療所
（小児科、産婦人科）子育て支援施設 等

都市機能誘導区域
（徳山駅周辺地区）

第4章 都市機能増進施設の立地を誘導すべき区域等 [都市機能誘導区域等]
徳山駅周辺地区



周 南 市山口県■都市機能誘導区域と誘導施設
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新南陽駅周辺地区

【考え方】
行政、医療、福祉、商業等の一定の都市機能が
集約されている地域都市拠点として、日常生活
に密接な生活サービス機能が求められる。

【誘導施設】
商業施設、広域交流施設、病院、診療所（小児
科、産婦人科、整形外科、眼科等）

都市機能誘導区域
（新南陽駅周辺地区）



周 南 市山口県■居住促進区域
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家屋倒壊等氾濫想定区域
（5年見直しで変更）

周南都市計画区域
第5章 居住を促進すべき区域等 [居住促進区域] 

居住促進区域



周 南 市山口県■居住促進区域

勝間駅

高水駅

大河内駅

ゆめプラザ熊毛
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周南東都市計画区域

居住促進区域



周 南 市山口県■防災指針（5年見直しで追加）

防災指針の取組方針

防災指針の基本的な考え方
近年頻発・激甚化が著しい災害に対して、居住促進区域内の安全性を
高めるため、居住促進区域内の災害リスクをできる限り回避あるいは
低減させる防災・減災対策を計画的に実施していくことを目的に、
「防災指針」として具体的な取組を位置付けます。
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周南市国土強靭化地域計画等と整合

第6章 防災指針



周 南 市山口県

■報告
周南市立地適正化計画の5年見直しについて

■議事
周南市立地適正化計画の進捗状況について
・周南市立地適正化計画の届出状況
・指標評価の達成状況
・施策の取組状況
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周 南 市山口県■計画に関する届出

居住促進区域居住促進区域

届出不要

都市機能誘導区域都市機能誘導区域

立地適正化計画区域（＝都市計画区域）立地適正化計画区域（＝都市計画区域）

周南市域周南市域

届出必要

届出不要

届出不要

届出必要
居住促進区域居住促進区域

届出不要

都市機能誘導区域都市機能誘導区域

立地適正化計画区域（＝都市計画区域）立地適正化計画区域（＝都市計画区域）

周南市域周南市域

届出必要

届出不要

届出不要

届出必要
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誘導区域外の宅地開発や誘導施設の整備の動きを把握するための制度



開発 建築 開発 建築 開発 建築 開発 建築

令和元年度 1 0 13 15 0 1 2 12

令和2年度 0 0 8 7 0 0 5 23

令和3年度 0 0 17 18 0 1 1 27

令和4年度 0 0 9 11 0 0 2 22

令和5年度 0 1 5 11 0 0 8 20

令和6年度 0 1 8 12 0 1 4 22

計 1 2 60 74 0 3 22 126

届出件数

区域外（立地適正化計画届出） 区域内（景観計画届出）

都市機能 居住 都市機能 居住

周 南 市山口県■計画に関する届出
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資料２:立地適正化計画届出状況



周 南 市山口県■計画に関する届出
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区域内(都市機能)
商業施設

区域外(都市機能)
商業施設

区域外(居住促進)
大神・菊川

区域内(居住促進)
岐南町、城ケ丘



誘導施設 R元 R2 R3 R4 R5 R6
商業施設 9 9 9 9 10 11
映画館・劇場 1 1 1 1 1 2
図書館 2 2 2 2 2 2
広域交流施設 1 1 1 1 1 1
専修学校等 2 2 1 1 1 1
博物館 1 1 1 1 1 1
博物館総当施設 1 1 1 1 1 1
文化ホール 1 1 1 1 1 1
病院 4 3 3 3 3 3
診療所 9 9 9 9 6 6
保険センター 1 1 1 1 1 1
子育て支援施設 1 1 1 1 1 1
市役所(交流施設含む) 2 2 2 2 2 2

合計 35 34 33 33 31 33

周 南 市山口県■計画に関する届出
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都市機能誘導区域内の誘導施設数

映画館
１件追加



周 南 市山口県■計画に関する届出（都市機能誘導）

■令和元年度以降、
都市機能誘導施設については、
区域内外において該当する施設の
建築、開発がほとんど行われていない

■令和6年度の都市機能誘導の建築
はいずれも商業施設

20

商業施設



周 南 市山口県■計画に関する届出（居住促進）

■居住促進の建築については、
令和2年度以降、区域内での建築が多い
状況となっている

区域外開発の
元の地目

■居住促進の開発については、
区域外での開発が多い状況となっている

■令和6年度の区域外開発の
元地目は、「田」が最も多い

21
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共同住宅 戸建住宅 計 率 共同住宅 戸建住宅 計 率

令和元年度 228 397 625 105 190 295 47.2% 123 207 330 52.8%

令和2年度 337 444 781 275 216 491 62.9% 62 228 290 37.1%

令和3年度 496 468 964 379 238 617 64.0% 117 230 347 36.0%

令和4年度 352 416 768 254 200 454 59.1% 98 216 314 40.9%

令和5年度 361 366 727 293 175 468 64.4% 68 191 259 35.6%

令和6年度 287 337 624 225 201 426 68.3% 62 136 198 31.7%

計 2061 2428 4489 1531 1220 2751 61.3% 530 1208 1738 38.7%

居住促進区域

内 外景観届出（戸数） 共同住宅 戸建住宅 計

周 南 市山口県■計画に関する届出
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令和6年度は、戸建住宅・共同住宅の割合がどちらも区域内の方が多い
⇒ 令和元年度以降で、区域内の割合が最も高い

資料３:新築住宅戸数密度



周 南 市山口県■計画に関する届出

■共同住宅については、令和2年度以降、区域内の戸数が増加し、
毎年約250戸供給され、区域外の戸数よりも多い

■戸建住宅については、区域内外での戸数に大きな差は無かったが、
令和6年度は、区域内の方が戸数が多い（特に富田での戸数増加） 23

共同住宅(内):約250戸供給

戸建住宅(内)

戸建住宅(外)

＞

共同住宅(外)

令和６年度



周 南 市山口県■計画に関する届出
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戸建住宅(区域内)
集中増加

10戸以上は
ほぼ共同住宅



周 南 市山口県

■報告
周南市立地適正化計画の5年見直しについて

■議事
周南市立地適正化計画の進捗状況について
・周南市立地適正化計画の届出状況
・指標評価の達成状況
・施策の取組状況
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周 南 市山口県■立地の適正化に関する目標

目標値（目標年度）計画策定時（基準年度）評価指標種別

11,000人
（令和17（2035）年度）

10,953人
（平成27（2015）年度）

歩行者等通行量（徳山）
5か所10～19時

都市
機能

710人
（令和17（2035）年度）

704人
（平成27（2015）年度）

歩行者等通行量（新南陽）
1か所8～18時

0人
（令和17（2035）年度）

▲234人
（平成27（2015）年度）

20～39歳人口の社会増減数

44.8人/ha
（令和17（2035）年度）

50.5/ha
（平成22（2010）年度）

居住促進区域内人口密度

居住
0人

（令和17（2035）年度）
▲234人

（平成27（2015）年度）
20～39歳人口の社会増減数（再掲）

88％
（令和7（2025）年度）

84％
（平成27（2015）年度）

移動手段が確保された地区
の人口割合

公共
交通

44.8人/ha
（令和17（2035）年度）

50.5/ha
（平成22（2010）年度）

居住促進区域内人口密度（再掲）

防災
実施する

（令和17（2035）年度）
未実施

（令和5（2023）年度）
災害ハザードエリアと多様なデータの

重ね合わせによる公表
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■目標 「第7章:その他立地の適正化に必要な事項」より



周 南 市山口県■指標１（歩行者等通行量 【徳山】）

・平日の10時～19時 各地点の歩行者・自転車の通行量を計測
・①～⑤の合計値を評価値とする

①広島銀行前(御幸通)
②スタバ前(徳山駅北口駅前広場)
③どさん子前(銀座通)
④エムラ前(銀南街)
⑤グランドール徳山前(岐山通)
※評価値：①～⑤の合計値

27

徳山駅
①

⑤

④② ③

周南市役所

調査地点



周 南 市山口県■指標１（歩行者等通行量 【徳山】）

・平成30年2月の徳山駅前賑わい交流施設等の完成により増加
・令和5～6年度で減少傾向

⇒再開発事業により人の流れが変化した可能性 28

目標値:11,000



周 南 市山口県■指標１（歩行者等通行量 【徳山】）

令和4年度頃から地点②③の通行量減少

評価値:５地点
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周 南 市山口県■指標１（歩行者等通行量 【徳山】）

地点②③の付近で増加している地点あり ⇒ 地点⑥

調査地点の詳細地図

30

⑥

②

市街地再開発区域

③徳山駅

通行量増加

時期 周辺での出来事
R5.4月 みなみ銀座　道路改良工事の完了（地点⑥）
R6.4月 TOKUYAMDECK オープン



周 南 市山口県■指標１（歩行者等通行量 【徳山】）

・令和5年度から通行量が大きく増加
・再開発事業により人の流れが変化した可能性が高い 31

みなみ銀座
道路改良工事の完了

（地点⑥）

TOKUYAMDECK
オープン



周 南 市山口県■指標２（歩行者等通行量 【新南陽】）

・令和4年度のみ目標値同等となっているが、全体的に目標値を下回る
・令和5年度以降の減少傾向については、引き続き注視が必要

平日の８時～18時
２方向の歩行者・自転車の通行量を計測

32

目標値:710
R4



周 南 市山口県■指標２（歩行者等通行量 【新南陽】）

令和2～3年度で大きく減少するも、令和4年度以降は回復傾向
33

出典:山口県「ＪＲ旅客及び貨物輸送実績 」

回復傾向



周 南 市山口県■指標３（20～39歳人口の社会増減数）

20～39歳の転出超過数は、平均－297人で推移
⇒ 令和5、6年度でも同様にマイナス傾向で推移 34

目標値

R5



周 南 市山口県■指標３（20～39歳人口の社会増減数）

若い世代に転出者数が集中
35

0～80歳まで

出典:周南市「転出データ 」



周 南 市山口県■指標３（20～39歳人口の社会増減数）

・18歳で急激に増加し、22歳が最も多い ⇒ 進学、就職と推定
36

出典:周南市「転出データ 」

・23歳以降も継続して多い ⇒ 結婚や住居取得等と推定



周 南 市山口県■指標３（20～39歳人口の社会増減数）

18～26歳までは県外転出が多いが、
それ以降は、県内と県外はおおよそ同じ割合

県外

県内

37

出典:周南市「転出データ 」

【県内・県外】



周 南 市山口県■指標３（20～39歳人口の社会増減数）

・転出先は、広島県、福岡県が多い
・県外の転出数は22歳が最も多く、就職のタイミングと推定

広島

福岡

38

出典:周南市「転出データ 」



周 南 市山口県■指標３（20～39歳人口の社会増減数）

県内の転出先は、下松市が最も多く、20代中盤以降で多い
⇒ 結婚や住居取得のタイミングと推定

下松

39

出典:周南市「転出データ 」



周 南 市山口県■指標４（居住促進区域内人口密度）

・目標値に達していないが、土地区画整理事業の推進やまちなかでの
マンション等の共同住宅の建設により、趨勢値より高い数値で推移

・令和5、6年度は、徐々に趨勢値へ近づく傾向
40



周 南 市山口県■指標５（移動手段が確保された地区の人口割合）

・令和3年度までは、市街地の路線バス減少に伴い、評価値が減少しているが、
中山間地域のコミュニティバス等の導入で公共交通のカバー圏域は拡大・維持

・令和3年度以降は、80％を維持

令和元年から
評価値の算出
方法変更

維持
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周 南 市山口県■指標５（移動手段が確保された地区の人口割合）

コミュニティバス等の導入で公共交通のカバー圏域を拡大・維持 42

令和6年度

①

⑤

⑥

④

⑧
②

⑦
③

区域運行
(自宅等まで)

⑨

⑨菊川地区(令和6年4月)
路線バス廃止に伴い
コミュニティバス実証運行

路線運行
(決まった路線）

※実証運行:
導入前のテスト運行

コミュニティ交通
の導入状況

コミュニティ交通
の導入地区



周 南 市山口県■指標５（移動手段が確保された地区の人口割合）

令和6年４月:実証運行
令和7年４月:本格運行

43

出典:周南市公共交通対策課HP

コミュニティバスの導入で公共交通のカバー圏域を維持



周 南 市山口県

■報告
周南市立地適正化計画の5年見直しについて

■議事
周南市立地適正化計画の進捗状況について
・周南市立地適正化計画の届出状況
・指標評価の達成状況
・施策の取組状況
（市民公開型GIS、３D都市モデル）
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市民公開型GIS

周 南 市山口県■施策の取組状況

45

第7章:立地適正化計画の防災に関する目標
「災害ハザードエリアと多様なデータの重ね合わせによる公表」

第5章：5 居住を促進するために構ずべき施策より

3）災害リスクの軽減
安心・安全な生活環境の実現のため、土砂災害、洪水、高潮、津波な

どの自然災害に対する対策工事、ハザードマップ、デジタル技術を活用
した分かりやすい情報提供などによる危険の周知、自主防災組織への支
援等により、自然災害の危険性と被害の軽減に取り組みます。

立地適正化計画:119ページ

3D都市モデル

立地適正化計画:143ページ



周 南 市山口県■市民公開型GIS

GIS

Geographic Information System

⇒

46



周 南 市山口県

GIS ⇒ HP

■市民公開型GIS

市民公開型GIS
「しゅうなんデジタルまっぷ」
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周 南 市山口県■市民公開型GIS

GIS ⇒ HP
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周 南 市山口県■市民公開型GIS
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洪水浸水想定区域

避難所

土砂災害警戒区域等



周 南 市山口県■市民公開型GIS

50



周 南 市山口県■3D都市モデル
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周 南 市山口県■3D都市モデル
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PLATEAU VIEW

4



周 南 市山口県■3D都市モデル
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周 南 市山口県

D
⇒ G

■3D都市モデル
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周 南 市山口県

D
⇒ PLATEAU VIEW

■3D都市モデル
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3D


